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2006 年中国知識産権局年度報告書概要 

 

 2007 年 6 月末、中国知識産権局は 2006 年年度報告書を発表し、その概要を

纏 め て ご 参 考 さ れ た い 。 そ の 詳 細 は 、

http://www.sipo.gov.cn/sipo/gk/ndbg/2006NB/をご参考ください。 

一、特許出願   （1）特許出願量及びその構成   2006 年、中国国家知的財産権局は、特許出願を 573，178 件受理した。出願量は 2005年より 20.3％、96,914 件増で、国内外の三種類の特許の出願と職務、非職務別で以下の表に統計された。                   （2）国内職務発明特許および外国からの出願の詳細  A、国内職務発明              

表表表表 1111    2006200620062006 年国内外三種年国内外三種年国内外三種年国内外三種のののの特許特許特許特許出願出願出願出願のののの統計統計統計統計（（（（職務職務職務職務、、、、非職務非職務非職務非職務別別別別でででで）））） 

総累計 合計 2006 

発明 実用新案 意匠 

特許種類 
合計 合計 職務 非職務 出願量 出願量 出願量 出願量 出願量 

職務 非職務 合計 職務 非職務 

国内 外国からの出願 合計 
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              B、外国からの特許出願の分布状況（外国出願量国別トップ 10）  図 2 2006 年に外国出願量トップ 10               C、国内職務発明出願量トップ 10 表 2 2006 年国内職務発明出願量トップ 10 コード 企業名称 出願量 1 華為技術有限公司 5947 2 中興通訊股份有限公司 2572 3 鴻海精密工業股份有限公司 1982 4 鴻富錦精密工業（深圳）有限公司 1543 5 比亜迪股份有限公司 1021 6 英業達股份有限公司 998 7 深圳市海川実業股份有限公司 816 8 海尓集団公司 790 9 仏山市順徳区順達電脳厂有限公司 677 10 楽金電子（中国）研究開発中心有限公司 676 

機関団体 1.9％ 大学 11.3％ 研究機関    4.8％ 

企業 

図図図図１１１１    2006200620062006 年国内職務出願年国内職務出願年国内職務出願年国内職務出願のののの分布状況分布状況分布状況分布状況 

3864 

22950 

9878 

166874 

スウェーデン 1492 イタリア 1699 英国 1813 スイス 2370 フランス 3614 オランダ 3721 独国 8676 韓国 10596 米国 23494 日本 37848 
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     表３ 2006 年国内大学別出願量(トップ 10) コード 大 学 出願量 1 浙江大学 1476 2 清華大学 909 3 上海交通大学 875 4 東南大学 569 5 華南理工大学 512 6 哈爾浜工業大学 432 7 天津大学 411 8 北京航空航天大学 376 9 複旦大学 365 10 四川大学 353  表４ 2006 年国内研究所別出願量(トップ 10) コード 研究所 出願量 1 財団法人工業技術研究院 495 2 貴陽鋁鎂設計研究院 421 3 中国科学院上海光学精密機械研究所 262 4 中国科学院大連化学物理研究所 236 5 中国石油化工股份有限公司石油化工科学研究院 225 6 中国科学院半導体研究所 173 7 中国石油化工股份有限公司上海石油化工研究所 151 8 中国科学院長春応用科学研究所 150 9 中国科学院長春光学精密機械与物理研究所 132 10 中国科学院化学研究院 126    表５ 2006 年外国企業別出願量(トップ 10) コード 国家 企 業 出願量 1 韓国 サムスン電子株式会社 4355 2 日本 松下電器産業株式会社 3067 3 オランダ ロイヤル フィリップス エレクトロニクス 2503 4 日本 ソニー株式会社 1648 5 韓国 LG 電子株式会社 1506 6 米国 IBM 1435 7 日本 株式会社東芝 1211 8 日本 セイコーエプソン株式会社 1144 9 独国 シーメンス 887 10 日本 株式会社日立製作所 836     
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表６ 2006 年国内企業別の発明特許出願量(トップ 10) コード 企業名称 出願量 1 華為技術有限公司 5593 2 中興通訊股份有限公司 2322 3 鴻海精密工業股份有限公司 1223 4 鴻富錦精密工業（深圳）有限公司 1220 5 深圳市海川実業股份有限公司 760 6 英業達股份有限公司 677 7 中国石油化工股份有限公司 619 8 楽金電子（中国）研究開発中心有限公司 607 9 楽金電子（天津）電器有限公司 537 10 友達光電股份有限公司 530    表７ 2006 年国内大学別の発明特許出願量(トップ 10) コード 大学名称 出願量 1 浙江大学 1209 2 上海交通大学 841 3 清華大学 817 4 哈爾浜工業大学 408 5 華南理工大学 391 6 天津大学 367 7 複旦大学 337 8 北京航空航天大学 334 四川大学 298 上海大学 298 南京大学 298 9 北京大学 298   表８ 2006 年国内研究所別の発明特許出願量(トップ 10) コード 科研院所名称 数量 1 財団法人工業技術研究院 488 2 中国科学院大連化学物理研究所 232 3 中国石油化工股份有限公司石油化工科学研究院 216 4 中国科学院半導体研究所 171 5 中国科学院上海光学精密機械研究所 161 6 中国石油化工股份有限公司上海石油化工研究所 147 7 中国科学院長春応用科学研究所 146 8 貴陽鋁鎂設計研究院 144 9 中国科学院化学研究院 126 10 中国石油化工股份有限公司撫順石油化工研究所 122   
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表９ 2006 年外国企業別の発明特許出願量(トップ 10) コード 国家 企業名称 数量 1 韓国 サムスン電子株式会社 3770 2 日本 松下電器産業株式会社 2679 3 オランダ ロイヤル フィリップス エレクトロニクス 2369 4 米国 IBM 1435 5 日本 ソニー株式会社 1441 6 韓国 LG 電子株式会社 1230 7 日本 株式会社東芝 1117 8 日本 セイコーエプソン株式会社 1089 9 独国 シーメンス 872 10 韓国 サムスン SDI 株式会社 818  （3）技術分野別の特許出願情況  2006 年、中国国家知識産権局は、発明及び実用新案特許出願に対して国際特許分類（IPC）を 384090 件行い、分類された量は、2005 年より 33.8％、96,964 件増でした。        2006 年出願の国際特許分類（IPC）の特徴        

総累計 2006 年累計 

総計 

発明 実用新案 

表表表表 10101010    2006200620062006 年発明及年発明及年発明及年発明及びびびび実用新案実用新案実用新案実用新案のののの特許出願分類状況特許出願分類状況特許出願分類状況特許出願分類状況（（（（IPCIPCIPCIPC）））） 

発明 実用新案 

図図図図 3333    2006200620062006 年発明及年発明及年発明及年発明及びびびび実用新案実用新案実用新案実用新案のののの特許出願分類状況特許出願分類状況特許出願分類状況特許出願分類状況（（（（IPCIPCIPCIPC）））） 
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2、拒絶査定不服審判及び特許権無効審判    （1）拒絶査定不服審判の受理及び審決情況    事件類型 受理件数 比率 特許出願拒絶査定不服審判 2824 97.58% 実用新案出願拒絶査定不服審判 53 1.83% 意匠出願拒絶査定不服審判 17 0.59% 合計 2894 100.00% 1985 年から、専利復審委員会は、拒絶査定不服審判請求事件を 14882 件受理し、2006年末現在係属している事件は 4，442 件である。  （2）無効審判請求事件及び審決  事件類型 受理件数 比率 特許権 356 14.42% 実用新案権 1136 46.03% 意匠権 976 39.55% 合計 2468 100.00%  1985 年から、専利復審委員会は、無効審判請求事件を 16，866 件受理し、2006 年末現在係属している無効審判請求事件は、2，707 件である。   
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３、行政訴訟  事件類型 受理件数 比率 特許出願拒絶査定不服審判事件 61 9.92% 特許権無効審判事件 119 19.35% 実用新案出願拒絶査定不服審判事件 0 0.00% 実用新案権無効審判事件 256 41.63% 意匠権無効審判事件 178 28.94% その他 1 0.16% 総計 615 100.00%  
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4、一部の技術分野における特許出願情況 （１）水処理 2000 年から 2006 年 9月までに、水処理に係る中国特許出願は 6，107 件で（その中、PCT出願は 822 件で）、年間伸び率は約 10％である。図 4は、2000 年から 2006 年 9月までに、PCT出願を除いて中国特許出願における国内出願量の推移を示す図である。        図 5 は、2000 年から 2006 年 9月までに、PCT出願を除いて中国特許出願における外国からの出願量の分布状況を示す図である。        図 6 は、2000 年から 2006 年 9月までに、PCT出願における外国からの出願量の分布状況を示す図である。       

出出出出    願願願願    量量量量    （（（（件件件件）））） 

図図図図４４４４    中国特許出願中国特許出願中国特許出願中国特許出願におけるにおけるにおけるにおける国内出願量国内出願量国内出願量国内出願量のののの推移推移推移推移（（（（PCTPCTPCTPCT出願出願出願出願をををを除除除除くくくく）））） 

年年年年        度度度度 

図図図図 5555    PCTPCTPCTPCT 出願出願出願出願をををを含含含含まないまないまないまない中国特許出願中国特許出願中国特許出願中国特許出願におけるにおけるにおけるにおける    外国外国外国外国からからからからのののの出願量出願量出願量出願量分布分布分布分布状況状況状況状況 

中国  89.9％ 

米国 0.9％ 日本 5.8％ 独国 0.5％ 韓国 1.7％ その他 1.2％ 
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        図 7は、2000 年から 2006 年 9月までに、国内出願における主な水処理技術に係る出願の分布状況を示す図である。               図 8 は、2000 年から 2006 年 9月までに、PCT出願における主な水処理技術に係る出願の分布状況を示す図である。              

米 国 中国 0.9％ その他 33.2％ 

韓国 7.8％独国 4.5％ 
日本 24.1％ 

図図図図 6666    PCTPCTPCTPCT 出願出願出願出願におけるにおけるにおけるにおける関連各国関連各国関連各国関連各国のののの出願量出願量出願量出願量のののの分布分布分布分布 

リサイクル 14.8％ 汚水生物処理 12.3％ 汚泥処理 6.0％ 浄水処理 22.9％ 

通用設備 44.7％ 

図図図図 8888    PCTPCTPCTPCT 出願出願出願出願におけるにおけるにおけるにおける主主主主なななな水処理技術水処理技術水処理技術水処理技術にににに係係係係るるるる出願出願出願出願のののの分布状況分布状況分布状況分布状況 

リサイクル  

汚水生物処理 16.8％ 汚泥処理 5.7％ 浄水処理 17.3％ 通用設備 37.9％ 図図図図 7777    国内出願国内出願国内出願国内出願におけるにおけるにおけるにおける主主主主なななな水処理技術水処理技術水処理技術水処理技術にににに係係係係るるるる出願出願出願出願のののの分布状況分布状況分布状況分布状況 
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上記図で分かるように、水リサイクルに係る特許出願には、国内出願が 22.3％を占め、PCT出願が 14.8％を占める。水処理設装置に係る特許出願には、国内出願が 37.9％を占め、PCT出願が 44.7％を占める。    (２）地熱資源利用分野における特許出願  2000 年から 2006 年 9月までに、地熱資源利用に係る発明及び実用新案特許出願は、616件で、年間伸び率は約 68％である。その中、PCT出願は 15件で、国内出願は 10％の 63件である。外国からの出願において、米国と日本との出願は 62%の 39 件である。  図 9 は、2000 年から 2005 年 12月までに、中国発明及び実用新案特許出願量の推移を示す図である。                図 10 は、2000 年から 2006 年 9月までに、地熱利用分野において発明及び実用新案の特許出願（PCT出願を除く）における中国および外国からの出願量状況を示す図である。               その中、中国国内出願は 90%であるが、PCT出願がない。    

出出出出    願願願願    量量量量    （（（（件件件件）））） 

年年年年度度度度 図図図図 9999    地熱利用分野地熱利用分野地熱利用分野地熱利用分野のののの特許出願量特許出願量特許出願量特許出願量のののの推移推移推移推移 

其の他 4％ 

図図図図 10101010    地熱利用分野地熱利用分野地熱利用分野地熱利用分野のののの中国中国中国中国におけるにおけるにおけるにおける特許出願特許出願特許出願特許出願（（（（PCTPCTPCTPCT 出願出願出願出願をををを除除除除くくくく）））） 

米国 2％ 
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図 11は、2000 年から 2006 年 9月までに、発明及び実用新案特許出願において、地熱利用に係る出願状況を示す図である。                 上記図で分かるように、地熱はヒートポンプ、エアコンに用いる技術に係る特許出願は46%であり、保温、給熱等に直接に地熱資源を用いる特許出願は 25%であり、熱交換器に係る特許出願は 12%であり、この三つの分野で地熱の熱エネルギーを直接または間接に利用して熱交換関連の特許出願は 83%となる。  図 12 は、地熱利用に係る特許出願における外国からの出願（PCT出願を含む）の分布状況を示す図である。              これで分かるように、地熱の熱エネルギーを直接または間接に利用して熱交換技術関連の特許は 83%で、地熱を利用して発電する特許出願は 22%をしめる。     

ヒートポンプ、エアコン 46％ 熱交換器 12％ 発電 1％ 発動機４％ 蒸気 1％ 地熱引出し４％ 其の他 7％ 保温、給熱 25％ 図図図図 11111111    地熱利用分野地熱利用分野地熱利用分野地熱利用分野のののの特許分布状況特許分布状況特許分布状況特許分布状況 

給熱、エアコン 60％ 発電 22％ 

其の他 18％ 図図図図 12121212    地熱利用技術地熱利用技術地熱利用技術地熱利用技術関連関連関連関連のののの外国外国外国外国からのからのからのからの出願出願出願出願状況状況状況状況 
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（3）風力エネルギー利用技術分野の特許出願   2006 年末までに、開示された風力エネルギー利用に係る特許出願は累計 1，548 件である。図 13は、2002 年から 2006 年までの五年間の間で風力エネルギー利用分野に係る特許出願量の推移を示す図である。                                これで分かるように、この五年間の特許出願量は 1985～2001 年の総計 17 年の特許出願量分の 1.71倍である。なお、2006 年に出願されたものがその公開された 112 件で計算する。    図 14 は、風力エネルギー利用分野における中国および諸外国からの特許出願量の分布 状況を示す図である。                 
6.07％ 

94 0.71％ 

11 4.1％ 

62 2.2％ 

34 

79.39％ 

1229 

3.1％ 

48 デンマーク 独国   韓国  米国   日本  中国 

出出出出    願願願願    量量量量    （（（（件件件件）））） 

国家国家国家国家 図図図図 14141414    風力風力風力風力エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー利用分野利用分野利用分野利用分野にににに中国中国中国中国およびおよびおよびおよび外国外国外国外国からのからのからのからの特許出願量特許出願量特許出願量特許出願量

140 

179 

250 

295 

＞112 

出出出出    願願願願    量量量量    （（（（件件件件）））） 

年度年度年度年度 図図図図 13131313    風力風力風力風力エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー利用分野利用分野利用分野利用分野にににに中国特許出願量中国特許出願量中国特許出願量中国特許出願量のののの推移推移推移推移 
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その中、中国の出願は当該技術分野の出願量の 79.39%の 1，229 件である。当該分野の外国からの出願は 20.61%の 319 件であり、主としては独国、米国、デンマーク、日本、韓国からのものである。  （4）OLED 技術分野の特許技術  図 15は、1994年から2006年までに、当該分野の特許出願数量を統計する図である（2006年ではその公開された分のみで統計する）。             図 16 は、当該技術分野における特許出願を出願人が所属する国家で統計する分布状況を示す図である。  国家 主な部分 出願件数 比率 中国大陸 複旦大学、清華大学、中科院長春光学精密機械与物理研究所、中科院長春応用化学研究所 776 件 14.9% 中国 台湾地区 友達光電股份有限公司、铼宝科技股份有限公司等 719 件 13.8% 日本 2，099 件，44.1% 韓国 914 件，17.5% 米国 296 件，5.6％ 国外 オランダ等 3，718 件 71.3%    

図図図図 15151515    1994199419941994 年年年年からからからから 2006200620062006 年年年年までまでまでまで OLEDOLEDOLEDOLED 分野分野分野分野のののの特許出願数量特許出願数量特許出願数量特許出願数量のののの統計統計統計統計 

年年年年度度度度 

出願量 
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                 (5)デジタルテレビ技術分野における特許出願の状況  出願量が 20 件を超える外国会社は、24社であり、そのうち、日本が 10 社，欧州が 6社，米国が 5 社，韓国が 3 社である。   デジタルテレビ分野において、中国国内特許量は第三位であり、大学及び科研機構の出願量は 46％、企業の出願量は 36％、個人の出願量は 18％である。  表 10 デジタルテレビ分野の特許技術（国内出願人でソート） コード 出願人 出願量（件） 1 清華大学 40 2 浙江大学 32 3 中国科学院計算技術研究所 28 4 上海交通大学 23 5 華為技術有限公司 22 6 電子科技大学（成都） 16 7 楽金電子有限公司 16 8 聯発科技股份有限公司（台湾） 16 9 上海広電（集団）有限公司 15 10 西安電子科技大学 12 11 複旦大学 11 12 北京中星微電子有限公司 11 13 華邦電子股份有限公司（台湾） 9 14 矽統科技股份有限公司（台湾） 9 15 華中科技大学 8    

図図図図 16161616    OLEDOLEDOLEDOLED 分野分野分野分野にににに特許出願数量特許出願数量特許出願数量特許出願数量のののの分布状況分布状況分布状況分布状況（（（（出願人所属国家出願人所属国家出願人所属国家出願人所属国家でででで統計統計統計統計）））） 

中国大陸 中国台湾 中国香港 日本 韓国 米国 オランダ 独国 英国 カナダ スイス フランス 其の他 
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 (6)医学影像分野の特許技術 下表は、医学影像技術に係わる特許出願の現状を示す一覧表である(2006 年に公開された 161 件分の詳細)。 超音波画像処理 21％ CT技術 31％ MRI 技術 5％ CR/DR技術 21％ PET/SPECT技術 3％ 国内出願 38 件 外国からの出願 123 件 其の他 19％ 伝統技術（画像処理、採集等を含む） 44％ 多次元画像処理技術 16％ 自動識別と診断 7％ ネットワーク又は遠距離診断 1％ 画像合成 2％ 画像導き 2％ 国内出願 38 件 外国からの出願 123 件 その他 28％  （7）遺伝子治療分野の特許技術 (2006 年 6月まで)     図 17 で分かるように、出願量について言えば、国内出願は約半分（46.44％）、次に、それぞれは米国 21.74%、日本 8.64%、独国 4.25%、英国 4.18%及びフランス 3.02％である。     国内又は外国からの出願を問わず、腫瘤疾病と代謝疾病の遺伝子治療は、一番関心を受ける研究分野であり、次に、心血管疾病と病毒感染疾病、例えば肝炎、エイズの治療も遺伝子治療は主な研究方向である。                 図 18 のデータに基づいて、遺伝子治療に係る国内出願は、主に代謝疾病(A61P3/00) と腫瘤(A61P35/00) に集中していると分かる。    

米国 21.74％ 

独国 4.25％ 英国 4.18％ フランス 3.02％ 其の他 11.74％ 図図図図 17171717    遺伝子治療遺伝子治療遺伝子治療遺伝子治療にににに係係係係るるるる特許出願特許出願特許出願特許出願のののの国家分布国家分布国家分布国家分布 
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                    図 19 のデータに基づいて、遺伝子治療に係る国外出願は、主に腫瘤(A61P35/00)と代謝疾病(A61P3/00) に集中していると分かる。                       

分類番号 

出願量（単位： 件） 図図図図 19191919    国外国外国外国外出願出願出願出願にににに係係係係るるるる主主主主なななな応用分野応用分野応用分野応用分野のののの分布状況分布状況分布状況分布状況 

分類番号 

図図図図 18181818    国内出願国内出願国内出願国内出願にににに係係係係るるるる主主主主なななな応用分野応用分野応用分野応用分野のののの分布状況分布状況分布状況分布状況 

出願量（単位： 件） 
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 (8）無機ナノテク材料の特許技術 2006 年 12月 31 日まで、中国無機ナノテク材料分野の特許出願は合計約 1，480 件である。その中、発明特許出願は 1，452 件で、実用新案特許出願は 28 件で、国内出願は 88％の 1，301 件である。 図 20で分かるように、中国の無機ナノテク材料分野の技術は比較的に遅いであるが、2000 年から、迅速的に発展していることが分かる。               国際分類番号における無機ナノテク材料の特許出願の分布状況は、図 21で示す。              無機ナノテク材料の特許出願は主に非金属元素に係るナノテク材料（53.7％をしめるC01B を含む）と金属元素に係るナノテク材料（10.7％を占める C01Fと 34.5％を占めるC01G を含む)を含む。  出願内容から見れば、非金属元素に係るナノテク材料の特許出願は主に非金属元素の炭素(C01B31/00)と珪素(C01B33/00)に集中し、その中、炭素に係るナノテク材料の特許出願は非金属元素に係るナノテク材料の特許出願の約 60％を占め、珪素に係るナノテク材料

出 願 量 （件） 

年度年度年度年度 図図図図 20202020    無機無機無機無機ナノテクナノテクナノテクナノテク材料特許出願量材料特許出願量材料特許出願量材料特許出願量のののの推移推移推移推移 

図図図図 21212121    IPCIPCIPCIPC 出願出願出願出願におけるにおけるにおけるにおける無機無機無機無機ナノテクナノテクナノテクナノテク材料特許出願材料特許出願材料特許出願材料特許出願 
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の特許出願は非金属元素に係るナノテク材料の特許出願の約 14％を占め、金属元素に係る特許出願において、チタンに係るナノテク材料の特許出願は 22％を占める。 
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5、その他の統計資料                                           

表表表表 11111111    2020202000000000----2006200620062006 年国内年国内年国内年国内、、、、国外三種特許出願量国外三種特許出願量国外三種特許出願量国外三種特許出願量のののの比較比較比較比較 国外からの出願 累計 

国内 合計 合計 発明 実用新案 意匠 合計 発明 意匠 実用新案 合計 発明 実用新案 意匠 平均 伸び率 

表表表表 12121212    2000200020002000----2006200620062006 年国内職務年国内職務年国内職務年国内職務、、、、非職務特許出願量非職務特許出願量非職務特許出願量非職務特許出願量のののの比較比較比較比較 職務 累計 

非職務 合計 大学 研究機関 企業 機関団体 累計伸び率 


